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2010年センサスからみたタイの人口移動と人口分布変動 

 

中川聡史・丹羽孝仁 

 

１．はじめに 

 タイの人口センサスは 10年毎に実施され、最新のセンサスは 2010年センサスである。

本稿では 2010年に実施されたタイの人口センサスをもとに、近年のタイの人口移動と人口

分布変動を検討する。 

従来のタイの人口移動に関する研究では、1970年頃までの新規農地開拓を目的とする農

村地域→農村地域人口移動と農村地域→バンコク都への人口移動のパターンから 1970 年

代の農村地域→バンコク都への人口移動が卓越するパターンへ、1980代年からはバンコク

の郊外化によるバンコク都から隣接県への人口移動が顕在化し、さらに 1990年代後半以降

はバンコクの近郊（隣接県を含む近郊県）の工業化の進展にともない、農村地域出身者の

目的地がバンコク都一極集中から、バンコク近郊地域への拡大、あるいはバンコク都より

も近郊地域への移動が多くなってきたことが、2010年人口センサスよりも前のデータに基

づいて指摘されてきた（中川 2005、丹羽 2010）。 

2010年人口センサスを用いた研究成果は多くなく、タイの国家統計局による全国および

各県の報告書（NSO Thailand 2012）のほかは、管見のかぎり、星川（2014）、Fielding(2016)

にとどまる。星川（2014）は少子化が進展していること、農村地域からバンコク都及びそ

の周辺地域への人口移動が引き続き生じていることを指摘した上で、2000年まではバンコ

ク都で高齢化が先行していたが、2010年になると、東北タイなどの農村地域の高齢化がバ

ンコク都を上回っていることを示した。Fielding（2016）は、2000 年から 2010 年の県別

の人口増減を検討し、これまで出生率が高く、多くの若者を都市地域に送り出してきた典

型的な農村地域とされる東北タイで、地方中心都市のあるコーンケン県、ウボンラーチャ

ターニー県、メコン川に橋、2007年よりメコン川の対岸、ラオスのサワンナケートへの国

際橋が開通し、タイーラオスーベトナムの国際貿易の通過点となったムックダーハーン県

のみが人口増加、他の 17県は人口減少となったことを指摘している。 

 

２．人口増減 

１）全国 

 タイは 2010年時点では 76都県から構成されている（図１、表１）。2010年の全国人口

は 6,598 万人であり、依然として増加は続いているが、出生率の低下にともない、人口増

加率は低下している。出生率低下による高齢化の進行は年齢構成や性比にも影響を及ぼし

ている（表３）。 

2010年の人口センサス結果の特徴の一つは外国人の増加である。調査対象や居住の定義

に関しては 2000年人口センサスと 2010年人口センサスで変化はないが、実施の調査方法
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表２　タイの人口指標（1990～2010年）

総人口（千人）
年齢別割合　　　0-14歳（％）

性比
外国人割合（％）

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.

表２　タイの人口指標（1990～2010年）

総人口（千人）
年齢別割合　　　0-14歳（％）

性比
外国人割合（％）

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.

表２　タイの人口指標（1990～2010年）

総人口（千人）
年齢別割合　　　0-14歳（％）

15-59歳（％）
60歳以上（％）

外国人割合（％）

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.

表１ 
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 都県別基本情報

資料:

表２　タイの人口指標（1990～2010年）

1990年
54,549
29.2

15-59歳（％） 63.4
60歳以上（％） 7.4

98.5
ー

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.

都県別基本情報 

: Population and Housing Census 2010

2000年
54,549 60,916
29.2 24.4
63.4 66.1
7.4
98.5 97.1

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.

Population and Housing Census 2010

2000年 2010年
60,916 65,982
24.4
66.1
9.5
97.1
0.7

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.

Population and Housing Census 2010

2010年
65,982
19.2
67.9
12.9
96.2
4.1

資料 ：Population and Housing Census,　1990, 2000, 2010.
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２）バンコク首都圏 

 バンコク首都圏はバンコク都および隣接する 5 県（サムットプラーカーン県、ノンタブ

リー県、パトゥムターニー県、サムットサーコーン県、ナコーンパトム県）から構成され

る。すでに述べたが、とくに 1980 年代にバンコクの郊外化が顕在化した。1970 年代はバ

ンコク都の人口増加率が周辺 5県を上回っていたが、1980年代になると周辺 5県の人口増

加率がバンコク都よりも高くなっている。この傾向は 1990年代にさらに顕著となり、1990

年代はバンコク都での人口増加は 8％に留まり、周辺 5 県では 40%以上の人口増加であっ

た。バンコク都と周辺 5県を合わせたバンコク首都圏の人口でみると、1970年の 453万人

から 1980年に 644万人、1990年に 859万人、2000年に 1016万人と増加を続けていたが、

増加率は徐々に縮小する傾向があった（表３）。一方、表３に「ゾーン２」として示されて

いる地域は主にバンコク首都圏の周辺に位置する県である。周辺 5 県の一部もそれに該当

するが、1980 年代後半以降、タイに進出する海外企業が主に製造拠点をおく地域である。

ゾーン２に相当するバンコク周辺地域はもともと輸出用の稲作などの盛んな地域であり、

人口が稠密であった。そのため、そこに工場をつくる場合、外部から労働力を集めなくて

も、もともとそこにいる労働力を利用できる可能性が高く、それ故に工場の進出が活発で

あった 1990年代に、ゾーン 2地域の人口増加率がとりわけ高いというわけではなかった（中

川 2005）。 

 

2010年人口センサスの結果をみると、これまでの傾向からの変化が読み取れる。それは

ゾーン 2 含む拡大バンコク首都圏に人口が再集中していることである。とくにバンコク都

は 1990年代の状況をみると、人口増加の時代は終わり、今後は人口が減少するのではとさ

え考えられたが、人口が再度大きく増加している。2000 年から 2010 年の人口増加数 195

表３　バンコク都および周辺地域の人口推移（1970～2010年）
単位：千人(人口)

人口 増加率 人口 増加率 人口 増加率 人口 増加率 人口 増加率
1970年 3,077 1,452 4,529 4,018 8,548

1980年 4,697
52.6%

1,947
34.1%

6,644
46.7%

5,011
24.7%

11,655
36.4%

1990年 5,882
25.2%

2,707
39.0%

8,590
29.3%

6,076
21.3%

14,666
25.8%

2000年 6,355
8.0%

3,804
40.5%

10,159
18.3%

6,846
12.7%

17,005
16.0%

2010年 8,305
30.7%

5,377
41.3%

13,682
34.7%

8,336
21.8%

22,018
29.5%

注 ：1970年のバンコク都の人口はプラナコン県とトンブリ県の合計．
    ：「周辺５県」はバンコク周辺のナコンパトム県,ノンタブリ県,パトムタニ県,サムットプラカン県 
　　　サムットサコン県の５県．
　　：「ゾーン２」はタイ投資委員会が投資優遇措置付与に関して設定した地域で，カンチャナブリ県,
　　  チャチョンサオ県,チョンブリ県,ナコンナヨク県,アユタヤ県,ラヨーン県,ラチャブリ県,
      サムットソンクラム県,サラブリ県,スパンブリ県,アントン県,プーケット県の１２県が含まれる． 
資料 ：Population and Housing Census, 1970，1980，1990, 2000, 2010.

バンコク都 周辺５県
バンコク大都市地域
(ﾊﾞﾝｺｸ都＋周辺5県)

(参) ゾーン２
（参）ﾊﾞﾝｺｸ大都
市地域＋ｿﾞｰﾝ２
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万人のうち、外国人の増加が 64.7 万人であり、増加全体の 3 分の 1 を占めている。2000

年のバンコクの外国人人口 6.9万人が過小であった可能性もあるが、過去 10年にタイに流

入したとくに隣接国からの外国人がバンコクに集中したことがわかる。周辺 5県にも 2010

年に約 55万人の外国人がいる。これも 2000年から大きく増加している。2000年以降のバ

ンコク首都圏の人口変化について、NSO（2012）はこれまで季節労働者としてバンコク首

都圏に来ていた人たちのなかにバンコク首都圏に定住する者が増えたことが、バンコク首

都圏の人口が増加し、送り出し知己である東北タイ諸県で人口減少が生じた要因であると

指摘している。それに加えて、外国人の増加もバンコク首都圏の人口増加の重要な要因だ

と考えられる。いずれも、1970年代から始まったタイの出生率低下に関連し、2000年以降

に新規参入労働力の不足があり、農村出身者の都市への定着と、海外からの出稼ぎの増加

に結びついていると考えられる。 

 

３．地域間人口移動 

１）純人口移動量 

丹羽(2010)の地域類型に基づき、本稿でも東タイを含む 6地域の類型で地域間の人口移動

の特徴を検討する1。エラー! 参照元が見つかりません。、エラー! 参照元が見つかりません。

には 1995−2000年の地域間純人口移動（各地域間の転入と転出の差）と 2005−2010年の地

域間純人口移動をそれぞれ示している。まず 1995−2000年の地域間純人口移動の特徴を簡

潔に整理しておくと、北タイや東北タイが大きく転出超過の状態にあり、労働力の供給源

となっている可能性が高いこと、バンコク首都圏の転入超過が大きく、タイの人口移動は

地方圏から首都圏という方向性が強いこと、バンコク首都圏に加え、中部タイや東タイで

の転入超過も大きくなっており、これらの地域に立地する工業部門の労働力需要が人口移

動の要因となっていることなどが考察できる。 

それに対し、2005−2010 年の人口移動においては、まず、依然として東北タイが人口移

動の主たる供給源となっていることがわかる。これは東北タイが全ての地域に対して転出

超過の状態にあるためである。10 年前に比べても東北タイからの転出超過人数は増加して

いる。1995−2000年には約 50万人の転出超過があったが、2005−2010年には約 66万人と

なっている。バンコク首都圏への大幅な転入超過も 10年前と同様に確認できる。NSO（2012）

は、これまでの東北タイからの人口移動は農閑期の季節的な移動がみられたが、2010年人

口センサスではバンコク首都圏での定住化が進んでいることを指摘している。バンコク首

都圏は全ての地域に対して転入超過であり、都県間移動においてバンコク首都圏の人口吸

引力が大きいことを示している。東北タイからの転出超過が増加しているのに対応して、

バンコク首都圏の転入超過人数も増加している。1995−2000年には約 53万人の転入超過で

あったが、2005−2010年には約 72万人となっている。 

                                                  
1 地域の名前は若干変更した。 
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バンコク首都圏に次いで転入超過傾向がみられるのが東タイである。転入超過人数は約

25万人と、バンコク首都圏の 3分の 1に留まるが、地方圏から多数の転入を受け入れてい

ることが特徴である。バンコク首都圏に対する転出超過も 417 人とごくわずかである。一

方で、中部タイの人口移動は 2000年の段階でも約 2万人の転出超過であったが、2010年

には約４万人の転出超過に拡大した。北タイや東北タイからの転入数に大幅な減少はなく、

中部タイからバンコク首都圏や東タイへの転出が増加したことによって転出超過となった

のである。また、南タイは 10年前の約 8,000人の転入超過から、約 6万人の転出超過へと

転換した。南タイからの転出はバンコク首都圏と東タイへの移動によるものである。 

バンコク首都圏と東タイの地域の人口吸引力は特定の都県によってもたらされている。

エラー! 参照元が見つかりません。によると、10万人を超える転入超過が確認されるのは、

全国 76都県のうち、7都県に限られる。そのうち 5都県がバンコク首都圏内で、残る２県

は東タイに位置する。東タイのチョンブリー県とラヨーン県は工業団地が集中的に立地し

ていることでも知られ、製造業の労働力需要が転入超過の拡大に寄与していると考えられ

る。 

これは、バンコク首都圏から拡大バンコク都市圏への郊外化が東進していることを示す

ものである。つまり、従来バンコク首都圏から北と東に拡大してきたバンコクの大都市圏

が今や東に向かって成長しているといえる。この要因には、東タイで活発化している工業

団地の開発とそこに対する外資系製造企業の進出ラッシュが挙げられよう。東タイにおけ

る自動車関連産業の集積がその代表的なものである。加えて、2010年に発生した大規模な

洪水被害によって中部タイに位置する工業団地の幾つかでは浸水により操業停止に追い込

まれた企業が出たことにより、操業環境のリスクを下げるために企業の生産拠点の見直し

が起きていることも影響していると考えられる。その結果、就労機会に恵まれた東タイへ

人口移動が発生していると考えられる。 
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図 3 

図２ 地域間純人口移動（

 地域間純人口移動量（
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図 4  都県別転入超過都県別転入超過人数（

資料:Population and Housing 
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２）人口移動からみたバンコク首都圏の特徴 

バンコク首都圏は他地域からの転入超過数が非常に大きいが、バンコク首都圏内の人口

移動も活発である。総移動量では、域内で 35万人を超える移動があったことがわかる(表４)。

この内訳を確認するため、地域別の純人口移動にバンコク首都圏の 1 都 5 県を追加したも

のが表５である。 

これによると、バンコク都は、中部タイ、北タイ、東北タイ、南タイから転入超過であ

る一方、バンコク首都圏内の他県へ転出超過の状態にある。つまり、地方圏からバンコク

都へ転入すると同時に、バンコク都の住民は郊外へと出て行っている。この傾向は、中川

(2005)で示されたホワイトカラー層の郊外化が 2010年までも続いていることを示すもので

ある。なお、バンコク首都圏内の人口移動をもう少しみると、パトゥムターニー県のみが

どの都県からも転入超過である。またノンタブリー県もバンコク都からの大量の転入超過

がある。 

すなわち、バンコク首都圏で起きている都市圏の拡大は一様ではなく、主に北に向いて

拡大していることが読み取れる。これには、高速道路や BTS(高架鉄道)、MRT(地下鉄)など

の都市内交通網の整備によるものだと考えられる。今後もバンコクではMRTの新設などが

計画されていることから、都市圏の拡大の様相が変わっていくことが予想される。 

ここで、最も転入超過の傾向にあるパトゥムターニー県に着目して人口移動の特徴をさ

らに細かくみる。センサスの個票データ2を整理し、2010年にパトゥムターニー県に居住す

る者の生誕地および5年前居住地を示したものが表６である。不明回答者を除く15万7,734

人のうち、出生地および 5 年前居住地がともにパトゥムターニー県である者は半数の 7 万

7,293人であった。彼らの全員が県外に移動経験を持たない者とは言えないが、相当数の者

が元々県内出身者であることがわかる。他方、パトゥムターニー県以外の出身者で 5 年前

にはすでに転入していた者も 5万 1,997人に上り、非常に多い。 

バンコク都からパトゥムターニー県に転入する者に着目すると、パトゥムターニー県出

身者がバンコク都へ移動し、再びUターンして来た者は 643人と非常に少ない。これに対

し、元々バンコク都出身者である者がこの 5 年の間にパトゥムターニー県へ移動してきた

ケースは 5,156人に達し、先述の Uターン者の 8倍である。いわゆる郊外化によるものと

考えられるため、彼らの移動理由を比較する。 

表７は、5年前にバンコク都に居住していた 8,282人のパトゥムターニー県への移動理由

を出身地別に比較したものである。バンコク都出身者の移動理由で特徴的なのは勉学のた

めに移動する者たちである。彼らは全体の 21.8%を占め、またそれは 18−22歳に集中する3。

大学進学を機に移動している様が読み取れる。他方、バンコク都へ移動し U ターンしてき

たパトゥムターニー県出身者の場合、移動理由は転居もしくは家族に付随した移動が 70%

                                                  
2 個票データは小地域などが匿名化された 20%無作為抽出によるものである。 
3 勉学のために移動するバンコク出身者 1,125人のうち，当該年齢層は 1,012人である。 
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３）高齢者の移動の特徴
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とにどの年齢層で転入、転出が多くなっているかを知ることができる。 

例えば、バンコク首都圏を構成する 1都 5県の年齢層別純移動率がエラー! 参照元が見つ

かりません。に示されている。全ての都県で生産年齢人口に当たる年齢層で転入超過が顕

著にみられる。バンコク都以上にパトゥムターニー県で大きな転入率の山を作っているこ

とが特徴的である。バンコク都に着目すると、15 歳未満人口で転出超過となっている。こ

の世代の純移動率が負の値となるのとは対照的に、その両親世代と考えられる 20~40 歳代

の人口の純移動率は正の値をとる。その理由として、以下 2つが考えられる。1つは、子供

と共に両親もバンコク都を離れ、良好な住環境を求めて近隣の県に移動しているがそれ以

上の数の労働者がバンコク都に移動してきていることが考えられる。いま 1 つは、両親は

就労を続けるためにバンコク都に残る一方で彼らの子供のみ出身地の実家へ送り、祖父母

が孫の面倒を見ていることが考えられる。 

若年人口と同様に、バンコク都の 50 歳以上人口で純移動率がマイナスとなる。これは、

高齢者がバンコク都を離れる移動、つまり引退移動が起きている可能性を示すものである。 

60 歳代の転出超過率はバンコク都で最も高い値を示すが、1.2%の転出超過率に留まる。

同じように、地方圏の各県でも当該年齢層の転入超過はほとんどなく、U ターンの移動は

あまり確認できない。反対に、多くの県では高齢者も転出超過にある。例えば、エラー! 参

照元が見つかりません。は東北タイを構成する 19 県の年齢層別純移動率を示しているが、
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は29歳までの5歳階級と30歳以上の10歳階級が混在していることに留意する必要がある。 
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サスを用いた既存研究は多くないので、既存研究ですでに指摘していること、今回の検討

で明らかになったことを以下に整理する。
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増加、東北タイの人口減少の要因として、バンコク首都圏での就業が季節的な出稼ぎから

通年就業、すなわち定住へと変化
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周辺地域（ゾーン２地域あるいは中部タイ、東タイ）への人口移動が

なかで、近郊の工業地域として東タイの重要性が高まっていること、東タイを含まない中

部タイではそれ以外の拡大バンコク首都圏への人口の転出超過が顕在化していること、
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バンコク首都圏内の周辺 5県においては、バンコク都からの居住の郊外化の動きが 1990年

代に続いて観察できるが、北方向への郊外化（とくにパトゥムターニー県へ）がとくに著

しくなっていること、④高齢人口の移動をみると、退職移動や呼び寄せ移動など先進国の

高齢人口移動で特徴的な動きは、現段階では観察できないことなどである。 

 2000年人口センサス以降の変化は出生率低下以降に出生したコーホートが労働力人口に

参入することにより、労働力不足が生じ、それに対応して、国内人口のバンコク一極集中

が加速すると同時に、バンコクに外国人労働力も急速に増加している。海外直接投資の影

響が大きいタイの製造業においては、自動車産業の相対的な重要度が高まり、自動車関連

産業の製造拠点の多い、また貿易港に近い東タイに製造業関連の雇用と人口が集中するよ

うになってきた。また、住宅の郊外化についてはこれまでは東方向や西方向にもみられた

が、2000年以降はとくにバンコクの北方向への都市化の拡大が顕著である。 

 今後の課題として、バンコク首都圏の人口移動と人口分布変動に関しての考察をより深

めること、タイの人口分布変動における国際人口移動の役割に関する分析を行うことを、

とくに挙げておきたい。 
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